
 

事 務 連 絡 

平成３１年４月２日 

 

  各都道府県・政令指定都市 

     拉致問題担当課 御中 

 

内閣官房拉致問題対策本部事務局 

  

 

平成３０年度における日本人拉致問題に関する理解促進活動の実施状況について（依頼） 

 

 

 平素より北朝鮮による日本人拉致問題の理解促進活動（以下、「本件活動」という。）

に御協力いただき、ありがとうございます。 

 

 政府拉致問題対策本部では、各自治体による本件活動の全体像について把握するとと

もに、各自治体が他の自治体の事例も参考としつつ本件活動の一層の充実に取り組むこ

とを可能とし、さらに、本件活動の存在を広く国民に周知することを目的として、各自

治体の年間を通じた本件活動の実施状況を取りまとめ、これを拉致問題対策本部事務局

のホームページ上で公開することとしております。 

 

 ついては、本件活動に関する平成３０年度の実施状況について、別添様式１（個別表）

及び別添様式２（総括表）を作成の上、５月１７日（金）までに下記連絡先へメールに

て御回答いただくよう、お願い申し上げます。 

 

 なお、貴都道府県内の区市町村に対しても速やかに本連絡の内容をご連絡の上、取り

まとめていただくようお願い申し上げます。 

 

＜作成に当たっての留意事項＞ 

○別添様式１（個別表） 

・記載例を必ず参照の上、作成してください。 

・「実施事業」欄は、別添様式２（総括表）最上段に列挙されている事業名か 

ら選択の上、記載してください。 

○別添様式２（総括表） 

・別添様式１（個別表）の「実施事業」欄において選択した事業名に○印を記載 

してください。 

 

                              【連絡先】 

                                内閣官房拉致問題対策本部事務局 

       総務・拉致被害者等支援室 堀内 

                                  電 話：03-3581-3886（直通） 

                                   ＦＡＸ：03-3581-3781 

                          E-mail hiroshi.horiuchi.f8i@cas.go.jp 

mailto:hiroshi.horiuchi.f8i@cas.go.jp


 別添様式１

　　　　　　　　　　都・道・府・県・市

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　

 3　「時期」欄は、具体的な日付を記載する場合、○月○日～○月○日と記載してください（○/○～○/○のような記載は不可）。
 4　「内容」欄は、具体的な内容、実施主体を必ず記載してください。

番　号
都道府県

政令指定都市

 1 「番号」欄は、都道府県・政令指定都市番号を記載してください。 

平成３０年度における「北朝鮮による日本人拉致問題に関する理解促進活動の実施状況」について（個別表）

　　　拉致問題対策本部事務局総務・拉致被害者等支援室（hiroshi.horiuchi.f8i@cas.go.jp）宛

 5　域内の市区町村による実施事業についても可能な限り記載してください。
 

 2  「実施事業」欄は、別添様式2の最上段に列挙されている事業名から選択してください（いずれにも属さない場合は、「その他」を選択してください）。

実 施 事 業 時　期 場　所　 具体的な内容　 連携協力先



【都道府県・政令指定都市】
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北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県

東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県
札幌市
仙台市
さいたま市

千葉市
川崎市
横浜市
相模原市
新潟市
静岡市
浜松市
名古屋市
京都市
大阪市
堺市
神戸市
岡山市
広島市

北九州市

福岡市
熊本市

平成３０年度における「北朝鮮による日本人拉致問題に関する理解促進活動の実施状況」について（総括表）
別添様式２
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